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研究成果の概要（和文）：本研究では、近年起業家研究で注目される「エフェクチュエーション」の概念と、既
存のマーケティング理論との接合を目的としている。具体的な方法としては、理論的検討および経験的調査（事
例研究およびプトロコル分析）し、それによってエフェクチュエーションの論理のマーケティング課題に対する
適用可能性の検討を行い、極めて不確実性の高い市場環境に対応するマーケティング活動のための新たな理論的
仮説の構築を行った。

研究成果の概要（英文）：The aim of our research is to joint the implications from Effectual logic in
 today's entrepreneurial researches and existing marketing theories. Specifically based on 
theoretical examination and empirical research, we proposed the possibility of application of the 
logic of Effectuation to the practice of marketers who confront with the true uncertainty in a 
market.

研究分野： マーケティング戦略

キーワード： エフェクチュエーション　不確実性　市場創造　マーケティング　意思決定
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
近年アントレプレナーシップ研究（起業家

研究）では、認知科学の熟達研究の知見を踏
まえ、優れた起業家の意思決定原理を定式化
しようとする新しい研究アプローチが興隆
している(Sarasvathy 2001, 2008)。こうした
事象の分布の唯一性を仮定できない市場環
境(Knightian Uncertainty, Knight 1921)に
直面する起業家が問題解決のために用いる
ヒューリスティクスは、サラス・サラスバシ
ー(Saras Sarasvathy)を中心に「エフェクチ
ュエーション(effectuation）」として概念化さ
れ、世界の主要ビジネススクールにおける起
業家教育に導入され、またマーケティング研
究にも影響を及ぼしている(Read et al. 2009, 
吉田 2010)。ただし、エフェクチュエーショ
ンは、市場環境分析に基づく予測を重視する
伝統的マーケティング理論とは対照的なア
プローチであり、既に持っている手段から行
動を開始し、当初予期しなかった新たなパー
トナーシップの構築や環境の創発を積極的
に志向する行動をうながす。こうしたアプロ
ーチは、潜在的な市場機会に対処するプロセ
スで特に有効であるため、ベンチャー起業家
のみならず、大企業のマーケター及び新規事
業開発担当者の実践にも幅広く応用可能と
考えられる。しかし、このエフェクチュエー
ションを既存のマーケティング理論に対し
て、どのような接合をはかるべきかは、いま
だ明確になっているとはいえない。本研究で
は、マーケティング研究と起業家研究との学
際的な研究プロジェクトとして、エフェクチ
ュエーション概念とマーケティング理論の
接合、および経験的調査を通じたマーケティ
ング課題に対する適用可能性の検討を通じ
て、事象の分布の唯一性を仮定できない市場
環境に対応するマーケティング活動のため
の、新たな理論的仮説の構築を目指す。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、近年起業家研究で注目さ
れる「エフェクチュエーション」の概念と、
既存のマーケティング理論との接合、および
経験的調査（事例研究およびプトロコル分
析）を通じたマーケティング課題に対する適
用可能性の検討を行い、事象の分布の唯一性
を仮定できない市場環境に対応するマーケ
ティング活動のための新たな理論的仮説の
構築を行うことである。 
 伝統的なマーケティング理論は、消費者、
競合企業、取引相手といった、自社を取り巻
く市場環境の理解を出発点としている。顧客
が何を求めているのかを事業の起点とする
ことは、マーケティングの基本である(Kelley 
and Lazer 1958, Kotler 1991)。とはいえ、
技術変化が激しく、他社のイノベーションに
よって顧客の選好が変化し、自社の優位性が
無効化される可能性がある動態的な環境下
では、逆に自社も変革を起こしつづけること
で環境変化に対応していかなければならな

い。そのため現代の企業は、潜在的な顧客ニ
ーズや競合の動向を含めた、より広い意味で
の市場理解に素早く反応していく必要があ
り、「マーケット・インテリジェンス」の創
造と活用が重要なケイパビリティとなるこ
とが指摘されてきた（Kohli and Jaworski 
1990, Narver and Slater 1990, 南 2006, 嶋
口・石井・黒岩・水越 2008）。 
 一方で、サラスバシーを中心とする近年の
起業家研究は、事象の分布の唯一性を仮定で
きない市場環境に直面する熟達した起業家
たちは、エフェクチュエーションと呼ばれる、
特徴的な意思決定のヒューリスティクスを
用いることを明らかにした（Sarasavathy 
2001, 2008）。 
 伝統的なマーケティングアプローチが市
場機会の特定から始まり、次にそれを達成す
るための手段を配置するのに対し、エフェク
チュエーションではまず手段の評価から始
まり、次に市場との相互作用が模索される。
このような現場の起業家が用いる論理が、従
来のマーケティング理論に対してどのよう
に位置づけられるのか、さらに、同じような
新たな市場創造の不確実性に挑もうとする、
大企業のマーケターにとっても有用な枠組
みであるのかについては、検討が始まったば
かりである。 
 一方で、日本の商業・マーケティング研究
においては、1980 年代から、企業と市場環
境の相互作用から生じる使用価値のダイナ
ミズムが、「競争的使用価値」（石原 1982, 石
井 2004）という概念のもとでとらえられて
きた。エフェクチュエーションと競争的使用
価値の両者は、製品価値や消費者ニーズが、
市場での関係構築を通じて事後的に見出さ
れることに着目する点で共通する。こうした
我が国のマーケティング研究とエフェクチ
ュエーションとの親和性に着目することは、
マーケティング現象への理解を深め、新たな
理論構築の糸口となると考える。 
 またサラシバシーらによる、エフェクチュ
エーションの研究グループは、実際の新市場
創造プロセスに関する多くの事例研究だけ
ではなく、意思決定において人間が用いる認
知プロセスやヒューリスティクスを明らか
にするため、「シンク・アラウドによる発話
プロトコル」を研究方法として用いている
（ Ericsson and Simon 1983, Charness 
1989, Kuusela and Paul 2000）。発話プロト
コルのデータ収集・分析は、マーケティング
分野では消費者行動論における購買意思決
定に注目する研究によって既に活用されて
いるが、マーケターや戦略決定者の意思決定
に関わる研究としては、これまでほとんど用
いられてこなかった。本研究では、こうした
新たな研究方法を用いてマーケターへの調
査を実施することで、マーケティング研究に
新たな知見をもたらすことを目指す。 
 
３．研究の方法 



 本研究では、エフェクチュエーションのマ
ーケティング研究への意義を検討するため
に、（a）文献レビューに基づく既存のマーケ
ティング理論とエフェクチュエーション概
念との接合、（b）大企業型の新市場創造プロ
セスにおける事例研究の蓄積、（c）マーケタ
ーの意思決定プロセスのプロトコルデータ
分析、の３つの活動を通じて、事象の分析の
唯一性を仮定できない市場環境に対応する
マーケティング活動のための、新たな理論的
仮説の構築を目指す。 
 初年度は、エフェクチュエーションを伝統
的なマーケティング理論とどのように接合
できるかについて、各代表・分担者による関
連研究の整理と、研究会での議論を通じて検
討を進める。文献研究については、マーケテ
ィングおよび社会科学の多様な研究領域に
おける、類似概念とエフェクチェーションと
の関係を整理するなかで、伝統的なマーケテ
ィング理論の接合の道筋を検討していく。マ
ーケティングおよび社会科学の多様な研究
領域における、類似概念との関係を整理する
なかで、エフェクチュエーションを伝統的な
マーケティング理論と接合する道筋につい
て、初年度から検討を進める。平行して初年
度には、事例研究、プロトコルデータ分析に
関する調査設計の検討を進める。事例研究に
関しては、Dew (2003)による無線ＩＣタグ産
業の生成プロセスの分析をはじめ、新市場創
造における理論的ツールとしてのエフェク
チュエーションの有効性が経験的に検討さ
れているが、大企業型の新市場創造の事例で
はない。プロトコルデータ分析に関しては、
Sarasvathy (2008)が、エフェクチュエーシ
ョンの概念構築の端緒となった「シンク・ア
ラウド法」によるデータ収集と分析手続きを
紹介しているが、大企業のマーケターを対象
とした研究については今後の課題である。初
年度は、こうした先行的な研究の枠組みを、
本研究におけるパイロットリサーチとして
位置づけ、研究会で共有し検討を重ねること
で、平成 28 年度以降の経験的調査設計を明
確化し、次年度以降からスムーズな調査の実
施を目指す。 
研究期間の 2年目以降は、文献研究を継続

すると同時に、事例研究とプロトコルデータ
分析による経験的調査を本格的に実施して
いく。事例研究の対象としては、大企業型の
新たな製品・サービス市場創造やビジネスモ
デルの革新プロセスがその対象となる。現時
点で複数の事例研究の候補を特定している
が、初年度に、理論的・方法論的な検討を通
じて追加・再検討を行い、同時に主要インフ
ォーマントへのコンタクトを開始するなか
で調査事例を確定する。プロトコルデータ分
析については、熟達した起業家を対象に蓄積
されてきた研究を、大企業のマーケターに対
しても拡張して分析を行うことで、エフェク
チュエーション概念のマーケティング実践
への応用可能性を検討する。具体的には、同

様の意思決定プロセスの分析を、大手消費財
メーカー企業のマーケター、産業財メーカー
の営業担当者、商社・広告代理店など、大企
業型のマーケティング機能の担い手を対象
としたものに拡張する。プロトコルデータ分
析の調査設計に関しても、初年度にデータ収
集・分析対象の確定、プロトコル分析手法の
改良を行い、平成 28 年度より調査に着手で
きるように進めていく。 
 平成 29 年度には、経験的調査の継続に加
えて、研究成果の公表を積極的に行う。本研
究の成果を、逐次、学会等での研究報告やセ
ミナーの開催、学術論文の投稿を通じて発信
する。加えて、マーケティング・戦略論の研
究者、さらには現場の実務者を交えた幅広い
議論の場を設けることで、より現実に即した
妥当性の高い理論開発を目指したいと考え
ている。また、海外の研究コミュニティとの
連携も検討している。海外のエフェクチュエ
ーション研究は、「Society for Effectual 
Action（http://www.effectuation.org）」を
中心に、研究者・教育者・実務者によるネッ
トワーク構築と知識創造の取り組みがなさ
れている。本研究が目指す成果である、エフ
ェクチュエーション概念とマーケティング
理論との接合による新たな仮説構築による
成果は、国内外のマーケティング研究に新た
な知見をもたらすだけではなく、エフェクチ
ュエーション研究の源流である研究コミュ
ニティに対しても、貢献できるものであると
考えている。 
 
４．研究成果 
1 年目の平成 27 年は、エフェクチュエーシ

ョンを伝統的なマーケティング理論とどの
ように接合できるかについて、関連研究の整
理と研究会での議論を通じて検討を行った。
関連研究の整理としては、Academy of 
Management Review 誌に掲載された Arend et 
al.(2015)による批判論文をきっかけとする
方法論論争と、エフェクチュエーションを起
業のＲ＆Ｄ活動へと適用とした Brettel et 
al.(2015)の論文の意義を整理し、さらに研
究代表者・分担者により Sarasvathy 著
『Effectuation』の本訳書の出版を行った
（加護野忠男監訳、高瀬進・吉田満梨訳『エ
フェクチュエーション：市場創造の実効理
論』碩学舎）。また研究会としては、日本マ
ーケティング学会においてリサーチプロジ
ェクトを立ち上げ、2015 年 9 月 13 日には、
訳書の監訳者である加護野忠男氏（甲南大学
特別客員教授、神戸大学名誉教授）と、日本
のマーケティング研究者を代表する石井淳
蔵氏（当時・流通学大学学長、神戸大学名誉
教授）の講演・対談により、「経営学・マー
ケティング論の理論潮流とエフェクチュー
エション」を開催し、多くの来場者と有意義
な議論を得た。さらに 11月 29 日に開催され
た、日本マーケティング学会マーケティング
カンファレンス 2015 では、リサーチプロジ



ェクトセッションを開催し、研究代表者・分
担者による研究報告を行った。 
 2 年目となる平成 28 年度は、文献研究を継
続すると同時に、事例研究と、プロトコルデ
ータ分析による経験的調査を、本格的に実施
することを当初の活動計画としていた。事例
研究としては、大企業型の新たな製品・サー
ビス市場創造やビジネスモデルの変革プロ
セスを対象とすることを計画しており、実際
に、ネスレ日本、パナソニック、伊藤園、コ
マツといった事例について、エフェクチュエ
ーションの視点からの分析を進めることが
できた。もう一つの研究の柱として、
Sarasvathy(2001）以降の研究において展開
された、起業家の意思決定を分析する研究に
ついても、大手消費財企業のマーケター、産
業財メーカーの営業担当者、商社・広告代理
店など、大企業型のマーケティング機能の担
い手を対象としたものに拡張して実施する
ことを計画していた。事例研究とマーケター
へのヒアリングに基づき、調査計画を進める
ことができた。ただし、プロトコル分析を中
心とした意思決定のプロセス分析を行うに
当たって、元々は起業家に用いられた当初の
方法をそのまま適応することを検討してい
たが、研究対象となりうる複数のマーケター
へのヒアリング調査や事例研究の結果、異な
る文脈に合わせた新たな課題設定と調査計
画の立案が必要なことを認識するに至った。
その結果、当初計画から若干のスケジュール
的変更を行い、次年度により実りある研究成
果を出すために、慎重に調査設計を進めるこ
ととした。 
 そうした研究成果は、逐次学会・研究会に
て広く公表しており、平成 28 年度は日本マ
ーケティング学会のリサーチプロジェクト
における研究会（1 月）と全体の研究報告会
（3 月）を実施して、ゲスト講演者と多くの
聴衆から、今後の研究計画に活かすことので
きる多様なフィードバックを得ることがで
きた。また、神戸大学専門職大学院や関西学
院大学ビジネススクール、近畿経済産業局に
おいても、招聘を受けての研究発表を行った。 
 最終年度である平成 29 年は、当初から経
験的調査の継続に加えて、海外のエフェクチ
ュエーション研究との接続を大きな課題と
して設定していた。経験的調査については、
これまでの実務家へのヒアリングと双方向
的なディスカッションの機会を通じて、起業
家と大企業の新規事業創出者のそれぞれが
置かれた環境について、何が大きな相違点と
なるのかについての整理を行うことができ、
エフェクチュエーションの論理についての
より深い理解と視点の獲得が可能となって
いる。平成 29 年度は特に、Sarasvathy(2001）
以降の研究において展開された、起業家の意
思決定を分析するための発話プロトコルデ
ータの収集にも着手し、パイロット調査とし
ての成果を出すことができた。具体的には、
先行研究において用いられた実験資料をマ

ーケターの文脈に合わせて修正をし、新市場
創造経験のあるマーケターに対して調査を
実施した。これらの研究成果は、引き続き逐
次学会・研究会にて広く公表しており、平成
29 年度は、日本消費者行動研究学会、組織学
会、日本商業学会、日本マーケティング学会
にて報告を行い、また学術誌『マーケティン
グジャーナル』や書籍『デジタル・ワークシ
フト』にも寄稿を行った。 
もう一つの課題としていた、Sarasvathy を

中心とする海外のエフェクチュエーション
の研究コミュニティとの連携については、
2017 年 7 月にアトランタで開催された
Academy of Management に参加し、ディスカ
ッションの機会を持つことができた。今後、
具体的な共同研究や海外での公刊論文に向
けて更に発展的な研究を行っていきたいと
考えている。 
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